第10章　シンガポール
梅本　克
シンガポールは1965年にマレーシアから分離独立して以来，議会で大半を占める人民行動党が統治してきた。2004年に，リー・シェンロン（同国初代首相のリー・クアンユーの長男）は，ゴー・チョクトンに続いて3代目の首相となり，前政権と同様に，安定と経済的繁栄を強調した。2007年6月までに実施される次の総選挙は，首相が2006年3月にも総選挙に踏み切るという推測が広まっている（Sraits Times, 2006年1月21日）。

これまでシンガポールは積極的に自由貿易協定（FTA）を推進してきた。同国は，ニュージーランド，日本，ヨーロッパ自由貿易連合（スイス，ノルウェー，アイスランド，リヒテンシュタイン），オーストラリア，米国，そしてヨルダンとFTAを締結した。さらに，2005年6月にはインドと包括的経済協力協定を締結し，2006年には韓国とのFTA締結を目指している。FTAは締結相手国以外に不利益をもたらす危惧があるが，締結国相互間の協力と貿易･投資の促進が期待される。シンガポールは本報告で取り上げる国・地域の中で最小人口国であり，経済規模を測る尺度として望ましいであろう購買力調整済みGDPでも最小である。しかし，その貿易規模は大きく，最近では輸出額・輸入額とも他の東南アジア諸国を上回っている（表10.1）。GDPを超える貿易額を有する同国にとって，FTA交渉は重要である。
シンガポールは，1人当たり実質GDPは急速に拡大して非常に高く，東アジアでも最も豊かな国の1つである（表10.1）。実質GDPは1987～97年に著しく増加したが，1998年と2001～03年には景気後退と経済の成熟化のため，成長ペースが遅くなった。2005年にも経済は減速し，第1四半期の対前年同期比成長率は2.7％であったが，第2～4四半期には回復し，対前年同期比でそれぞれ5.4％，7.2％，7.7％の成長が推測されている（Singapore, Ministry of Trade and Industry，2006）。これにより，2005年の実質GDPは5.7％の成長が予測され，表1.1のすべての予測値よりかなり高くなる。
しかし，低成長のため雇用拡大は低調で，失業率は1989～98年の3.0％以下から1999～2000年に4％以上，2002～04年に5％以上まで増加した（表10.1）。しかし，2005年中頃には4.1％に低下し，第3四半期には更なる低下が示され（Singapore, Ministry of Manpower，2005），第4四半期の高い成長率は失業率を一層低下させるだろう。雇用情勢の改善への期待は，早期に総選挙が実地されるかもしれない理由の1つである。
金融危機によるデフレ傾向と消費者物価の上昇率が1998年以降2％を下回っていることから，最近のシンガポールのインフレ率は非常に低く，消費者物価の上昇率は過去20年間3.5％を超えていない（表10.2）。消費者物価上昇率で見ると2005年1～11月のインフレ率は0.4％に過ぎないが，GDPデフレータの上昇率で見るとインフレ率は幾分高くなる傾向があり，2006年には消費者物価上昇率も幾らか上昇すると予測されている（表1.2）。
シンガポールは事実上農業を持たない都市国家であるため，就業と生産がほぼすべて製造業とサービス業に依存している。さらに，同国は成熟した経済であるため，多くの年で製造業はサービス業より成長が遅い。商業，運輸・通信業，金融・ビジネスサービス業が大きなシェアを持つことは，東南アジアにおける金融と商業の中心地としてシンガポールが重要であることを反映している。2005年第1～3四半期では，非製造業は急速に拡大し，対実質GDPシェアが少し増加した（表10.1）。第4四半期では実質GDPシェア27％の製造業がより拡大したが，その拡大の5分の3はバイオ医療関連製造業によるものであった。この傾向は第4四半期でも続いている（Singapore, Ministry of Trade and Industry，2005，2006）。
将来を見据えた産業政策として，経済開発庁（EDB）はデジタルメディア産業の発展を促進するために，今後10年間で10億Sドルを投資すると発表した（Singapore, Economic Development Board，2005）。この産業には，コンピューターゲーム，デジタルアニメーションや特殊効果の制作と合わせて，ライセンスビジネス，配給事業，コンテンツ管理や関連活動への資金調達などが含まれる。Media21ビジョンの下で，EDBは2012年までにデジタルメディア産業の対GDPシェアを3％と倍増させる計画である。EDBはこの投資により2018年までに少なくともデジタルメディア産業で6,000人とその関連産業で2万4,000人の雇用創出を見込んでいる。デジタルコンテンツの制作には創造的才能が重要であるので，熟練クリエイターの国内での養成と外国からの招致が重要となる。そこで，EDBは海外のデジタルメディア関連会社の誘致を進めている。米国のルーカスフィルムが2005年10月に米国外で最初のデジタルアニメーションスタジオをシンガポールで開設したのは，その成果の1例である。
シンガポールは東南アジアの重要な中継貿易地点である。それに対応して，輸出総額の中で再輸出シェアは非常に大きい。インドネシアとの貿易を考慮に入れなければ，再輸出シェアは2002年には47％に達したが，2003～04年と2005年1～10月期には45％へと低下した（表10.3）。国内からの輸出と輸入では，電気機器関連の3項目（事務用･電算機器，通信機器等，その他電気機器）が特に重要である。表10.4の相手国別貿易データでは，2003年以降，対インドネシア貿易の推計値が含まれている。貿易の増加率は2004年に輸出額が24％，輸入額が27％と拡大したが，2005年9～10月期には17％まで減速した。貿易相手国は多岐にわたり，マレーシア，米国，欧州工業国，最近では中国も含めて，輸出入ともに重要である。日本は輸入相手国として大きなシェアを占め，輸出市場としてもある程度のシェアを有する。香港は最終輸出先とは限らないが重要な輸出先であり，韓国，台湾，インドネシア，タイも重要な貿易相手国である。
シンガポールでは直接投資，証券投資，その他投資が対内，対外双方で活発に行われている（表10.2）。日本はシンガポールに対して多額の直接投資を行っており（表10.5），最近の経済産業研究所の推計によると，日系現地法人の従業者数は，2002年には7万1,300人に達している（表10.6）。日本とシンガポールの間では，証券投資とその他投資において，多額の資金が双方向に移動している。世界全体に対する貿易と同様，日本に対する貿易でも機械製品が大きな割合を占めている。
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